
事業説明会

事業認可の告示

測 量

権利者の調査

用地説明会

折衝・提示・契約

権利者ご自身での
建築・引越・解体先選定・確保

権利者ご自身での
移転先地選定

移転完了
解体完了

土地契約・支払
物件契約・支払

土地価格の鑑定依頼

土地の評価 物件調査

物件調査の委託

生活再建に向けた
サポート

（詳しくは裏面）

通常は

通常は

事業計画の概要、事業の工程、測量、用地

取得の日程等をご説明いたします。

事業区域内の土地・建物所有者、借地人及
び借家人（以下、「権利者」といいます。）の
方々に用地取得の手順や補償内容及び生活
再建制度等について、ご説明いたします。

隣接する土地を所有する方に立

ち会っていただき、境界を確認し、

取得する土地の区域や面積を確定

するため、測量を行います。

●用地取得と相談窓口



用地取得に向けた話合い、補償金の提示、契約に関しては、東京都の担当者が直接対応いたし
ます。
また、①都営住宅など公的住宅への入居斡旋や②事業用代替地の斡旋、③移転資金の貸付制

度についても、東京都で対応いたします。なお、③の貸付制度では、金利について一定の優遇措
置を実施しています。

東京都は、住居の移転など再建の進め方に不安がある人や住みなれた地域で暮
らし続けたい人に対して、民間の専門事業者のノウハウを活かしながら、きめ細か
く支援しています。

●民間専門事業者のノウハウを活用した相談窓口を設置しています。

●補償のお話、契約は東京都が担当します。

相談体制のイメージ

建設局

用地部

東京都

各建設

事務所

○不動産業事業者（仲介業）

○設計会社

○その他
・引越業者 ・解体業者

用地折衝 （用地取得・補償契約）

関係権利者

各
種
契
約

公的住宅の斡旋、代替地の提供、移転資金の貸付

委託契約

提携による

情報収集

相談・依頼

生活再建プランナー

・ 残地再建の建替プラン

・ 近隣での代替地

・ 条件に適う移転先情報

・ 税務手続の助言

・ 権利関係整理の助言

連絡

調整

相談窓口

○専門家相談の紹介

弁護士・税理士・FP・司法書士

土地家屋調査士

情報共有

連携


